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【技能養成について】問 15～問 24
D社に対するアンケートで、前の調査と比べ、最も大きな変更点は技能養成についてで





企業 343 40 
個人 514 60 
総計 857 100 
【問 15）は、技能養成についてだれの責任と思うかを聞いた。表3・3・11のように、問題



























































ある 809 94 
なし 48 6 
総計 857 100 
【問 18】では、日常の作業中に先輩の指導があるかを聞いている。調査結果は表 3-3・14
に示した。先輩の指導がある者は 809人で、 94%を占めた。指導がない者は 48人で、 6%
しかいない。つまり、調査対象者のほぼ全員が日常作業中に先輩の指導を受けていた。



























ある 58 7 
ない 799 98 
総計 857 100 
【問 20】は、入社以降に、補習クラスに参加したかを聞いている。表3・3・16はその結果























いて聞いている。調査対象者は問 20の58人で、回答率は 100%である（表 3・3・17）。 58人
のうち、 3人は技能向上に対して非常に大きい効果があったと考えていて、全体の 5%を占
めた。また、効果が大きいと考える者は 21人で、 36%を占めた。普通と考える者は 30人



















専門知識 621 72 
実務訓練 230 27 
先輩技能の継承 1 ※ 
その他 5 1 











専門知識 683 80 
実務中の指導 173 20 
無回答 1 ※ 
151 
総計 857 100 
最後の【問 24］は会社の教育訓練制度について、強化する必要があるところは何かを聞





























































































第 1に、 D社は広い範囲で OJTを実施するが、 Off-JTはほぼ実施していない。 OJTの














































































































































































































































?． ．．． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．
． ． ． ．






















































































































































































































































































































































































































































師父A ＞ 徒弟A 師父A 徒弟A
師父 B 〉徒弟 B 師父 B 徒弟B
師父C 〉 徒弟 C 師父 C 徒弟 C
図4・2・4 ローテーションにしたがって師徒関係の変化
以上、知的熟練を育成するためには、固有企業の生産現場にローテーションに対する障
害を解消して、ローテーションの実施を可能としなければならない。その際、生産現場の
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実際の状況により計画的に実施する。
次に、知的熟練の育成に欠かせないもう一つの要件、すなわち、ノウハウの形成につい
て考える。
固有企業の労働者にとって、ノウハウを形成するには、 Off-JTが不可欠と考える。日本
企業における Off-JTには2つの内容がある。一つは専門知識の伝習である。もう一つは作
業経験のまとめである。一般的に、専門知識の伝習は入社教育と入社後の講習会などから
構成される。入社時には、生産技能と関する必要な知識を勉強し、入社後、より高い技能
の習得のため、対応する知識を勉強する必要がある。これらの専門知識の学習に要する期
間は長く、数日間にわたって行われる場合が多い。そのため、専門知識の研修の実施頻度
は高くない。それに対して、作業経験のまとめは短時間で終わるため、常時実施可能であ
る。例えば、毎週一回、その週の作業をまとめて、問題処理など経験を整理する。固有企
業において労働者の知的な熟練を望む場合、日本企業のような Off-JTの導入が必要である。
これに対し、固有企業ではすでに入社教育、社外・社内研修クラス、経験コミュニケーシ
ョン会などを実施していることがわかっている（第2章第2節と第 3章を参照）。このことか
ら、固有企業内には Off-JTの基礎があると言え、日本企業の Off-JT方式の導入は困難で
はないと予想される。
以上を整理すると、国有企業の新たな教育訓練の実施モデルは、図 4・2・5として示すこと
ができる。図のように、教育訓練方式は日本企業の OJTとOff-JTの二本柱を導入する。
そのうち、 OJTは日本企業のやり方に従いつつ、師徒制の実施方式に改造を加えることに
なる。改造の中心的な内容は 3つで、教育訓練の内容や期間の細分化、 『作業手順書』に
よる教育訓練方式の公式化、そして、知的熟練を目指した徒弟制下のローテーションの実
施である。 Off-JTでは、入社教育の講習会を実施し必要な生産知識を伝習する。その後、
知的熟練のノウハウを育成するため、技能向上の講習会や作業経験のまとめ会を行う。こ
れにより、固有企業は生産現場において一定規模を持つ、公式的な熟練労働者の育成がで
き、より高度な知的熟練を有する労働者の育成も可能となる。
180 
